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記者会見要旨  

 

日 時： 2026 年３月 18 日（水）午後２時 30 分～午後３時 20 分 

場 所：太陽生命日本橋ビル 12階 証券団体会議室 

出 席 者：岳野副会長、松尾副会長・専務理事  

※実形式・オンライン形式での開催、日比野会長欠席  

 

冒頭、岳野副会長から、理事会及び自主規制会議の状況について、

松尾副会長・専務理事から、証券戦略会議の状況について、それぞれ

説明が行われた後、大要、次のとおり質疑応答が行われた。  

 

（記者）  

「動き出した『貯蓄から投資』、その先を見据えて」と「『特定投

資家等に対する店頭有価証券の取引に関する規則』の制定案等に関

するパブリックコメント」について、それぞれお伺いしたい。  

この「動き出した『貯蓄から投資』、その先を見据えて」は、行動

規範として定め、プリンシプルベースで各社に任せるということで

あるが、これがどのように効果や変化もたらしているかなどを測定

していくのか。つまり、出して終わりになってしまわずに、きちんと

その後の効果等を測定していくのか、していけるのか。その辺りの考

えを教えていただきたい。  

次に、J-Ships について、特定投資家が使わないので準特定投資家

を対象として増やすということであるが、これは、投資家が J-Ships

等の商品を取引したくない場合であっても、特定投資家の定義を満

たすだけで自動的に準特定投資家になってしまい、証券会社による

勧誘ができるようになってしまうということなのか。今は、特定投資

家については届出などの手続きを経て完全移行となるが、こういっ

た手続きも無く、証券会社の判断で準特定投資家として扱われるの

か。また、特定投資家は届出によって条件を満たしていることを確認

できるが、準特定投資家は顧客カードなどに記入されている本当か

どうかわからないような内容をもって判断することになるのか。つ

まり、証券会社の方でどのように準特定投資家である、あるいは特定

投資家要件を満たしているということを確認するのかを教えていた

だきたい。  
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（岳野副会長）  

一つ目の、「動き出した『貯蓄から投資』、その先を見据えて」を

作って終わりにしてはいけない、という点についてはそのとおりで

あり、私どもも、これを証券業界の行動規範として掲げつつ、長期的

な対応を進めていきたいと考えている。具体的な効果測定として KPI

を作るといったことは考えていないが、前文に記載のとおり、「貯蓄

から投資」のその先を見据え、証券業界がさらなる発展を遂げていく

ためには、トップマネジメントが率先してレベルアップを図り、信頼

される存在としての責任を果たすことが不可欠であると考えている。 

証券業界全体としてのレベルアップが進んでいるか、信頼される

存在として責任を果たしているかといった巨視的な観点からの検証

になると考えている。  

他方で、それぞれの項目については、一部測定可能なものもあるし、

いわゆるマイクロマネジメントに陥らないよう留意もしつつ、丁寧

に状況を見ていきたい。抽象的な説明で恐縮であるが、「マイクロマ

ネジメントにしない」という点が重要と考えており、「出して終わり

にならないのか」というご質問に対しては、現時点ではこのような回

答でご理解をいただければと思う。  

二つ目の準特定投資家については、特定投資家への移行要件を満

たしており、特定投資家移行の届出をされていない方と定義してい

るところである。  

特定投資家要件を満たすかどうか、しっかりと確認しなければな

らないが、特定投資家であるという届出は求めていないので、証券会

社とお客様との関係の中で、このお客様が特定投資家要件を満たし

ていると何らかの形で確認できれば勧誘ができる。  

ただし、特定投資家と準特定投資家の決定的な違いは、金商法上の

特定投資家には適合性の原則が適用されないが、準特定投資家は通

常の一般投資家と同じように適合性の原則の元で勧誘することにな

る。特定投資家であれば、契約締結前交付書面を渡さなくても良いと

いうような、特定の扱いをすることになっているが、準特定投資家に

ついては、一般投資家と同じく投資家保護上の要件のもとでの勧誘

ということになるという違いがある。  

なお、「移行」という概念はなく、特定投資家の要件を満たしてい

るかどうかということをしっかりと確認しないといけないというこ

とである。  
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（記者）  

「新規上場時の会計不正事例を踏まえた引受審査に関するガイド

ライン」について伺いたい。特に留意すべき事項として、仕入・販売・

外注金額の比率が 10%以上を占める相手先について、必要な場合には、

主要な仕入先・販売先・外注先に直接確認し、販売代理店契約の場合

も、必要な場合には実質的な仕入先・販売先に直接確認するとあるが、

この「必要な場合」というのは、例えばどういう場合か。  

 

（岳野副会長）  

現時点で具体的に定めたものはない。新規上場会社は非常に多様

性が強いので、例えばこういう場合は必要であるといった議論はま

だできてない。そもそも、そういうことを定めること自体が望ましい

のかという問題もあるので、あくまで新規上場会社の特徴や特性を

しっかりと踏まえた上で、主幹事証券会社による職業的な判断とい

うことになろうかと思う。  

 

（記者）  

「新規上場時の会計不正事例を踏まえた引受審査に関するガイド

ライン」について、説明では、他の機関との連携が重要であるという

話があった。オルツの事案以外にも様々な手法の不正が考えられる

と思うが、そういったものに対応していく上で、かつ、再発防止策の

実効性を高めていくためにどういったことが重要になるのか、改め

てもう少し詳細を伺いたい。  

 

（岳野副会長）  

大変残念なことであるが、上場企業においても不正会計事案が起

きている。そういった事案に対してどのように取り組んでいくかと

いうことであるが、今回のガイドラインは、あらゆる不正会計事案を

想定したものではなく、オルツの経験を中心とした非常に個別性の

強いガイドラインである。  

特に新規上場時の会計不正事例を踏まえた今後の対応として重要

な点は、二つほどあると考えている。一つはガイドラインを作りっぱ

なしにせず、取引所、主幹事証券会社、監査法人の間で IPO 連携会議

等の場を活用しながら、常に情報交換、レベルアップ、問題意識の共

有を図っていくことである。我が国の潜在的な成長率を高めていく

ためにも、スタートアップを発掘していくことは、この三者の使命で
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はあるが、非常に残念なことに不正を働くエンティティが存在しな

いとは限らない。そうした者に対する感度を常に保っていく必要が

ある。  

したがって、このガイドラインに記載されていないことであって

も、やった方がよいのではないかと考えられる点については、自主的

に引受審査の中で実施できる環境を作っていければよいと考えてい

る。  

もう一つは、想像したくはないが、不幸にして、また別の類型の不

正会計事案が発生した場合には、再発防止策について、取引所を中心

として改めて議論することになるであろうと考えている。起きるこ

とを前提にしているわけではなく、起こさないつもりで対応してい

るものの、このガイドライン自体がかなり個別性のあるものである

ため、ガイドラインだけで全てを防げるのかと言われれば、そうでは

ない可能性もある。仮定の話であるという前提で、そうした趣旨につ

いてご理解いただきたい。  

 

（記者）  

「一般社団法人株主優待こども・若者貧困対策支援機構」の設立に

ついて、なぜ日証協と全銀協がこどもの支援をする必要があるのか。

「貯蓄から投資へ」の流れがある中で、こども・若者世代を支援する

ことの重要性や意義を改めてご教示いただきたい。  

 

（松尾副会長・専務理事）  

こども・若者貧困問題は、日本の成長や将来に直結する大きな問題

であり、放置すれば将来的に大きな社会的損失につながりかねない

課題である。  

日証協としては、これまで証券会社とともに本課題への取組みを

行ってきたが、そのような取組みをより大きく広げていくことは、将

来のためにも世の中のためにも意義があり、喫緊の課題であると考

えている。そこで、全銀協に協力をお願いしたところ、快く応じてい

ただいた。より大きな流れとして支援が広がることは日本の将来の

成長につながり、問題解決にも資するという点について、ご賛同いた

だいたものと受け止めている。  

このように、大きな流れとして支援の運動を進めていくこと自体

に、非常に大きな意義があるのではないかと考えている。  
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（記者）  

日比野会長が先月の定例会見に続いて今月も欠席されているが、

前回、今後は治療の状況等をみて出席するか欠席するかを判断する

という案内があったと思う。今月も欠席されたということで現状の

ご容態が今どのような状況なのか。また、定例会見以外にも色々と諸

業務があると思うが、出席されている業務の稼働状況について現状

を伺いたい。  

 

（岳野副会長）  

本日も会長欠席となり申し訳なく思う。  

先月、私からこの場で、会長は比較的初期のがんが見つかり、これ

から根治を目指して入退院を繰り返しながら治療を続けるというこ

とで、５月、６月頃までそういった状態が続きうるということを申し

上げたが、現状も変わっていない。  

そのときも申し上げたが、基本的な業務はオンラインで行ってお

り、私どもと会長とのやり取りでもオンライン会議などをしている。

また、例えば昨日の証券戦略会議、自主規制会議、本日の理事会には

オンラインで参加をいただいているが、定例会見については、治療の

時間帯の関係で参加が難しくなっていることにご理解願いたい。  

 

（記者）  

本日は通常の治療の関係でご欠席されているだけで、他のオンラ

イン上の業務等は通常通りご参加されているということか。  

 

（岳野副会長）  

オンラインで参加できるものについては、治療の時間帯との関係

で支障が生じなければできる限り参加をするということである。ど

うしても治療の関係で参加できない会議体等も出てくるが、その一

つの例が本日の会見である。  

 

以  上  


